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新興国の所得増加が著しい。 

 

先進国の経済成長率が低下するなか、新興国は長く世界の成長を牽引してきた。この間、世界の工

場となったアジア新興国をはじめ、ブラジルなど多くの国で工業化が進んだ。生産性の低い農業を行

なう労働者が減り、安定した賃金収入を得られる工場労働者が増えたことで、新興国の所得水準が高

まった。その結果、2000 年には人口の 80％以上を占めていた低所得層は減少し、2010 年には半数以

下になっている1。ただし、多くは下位中間層にとどまり、上位中間層や裕福層の人口はまだ割合とし

ては少ない（図表1）。 

しかしながら、この間の購買力の増加は目を見張るものがある。購買力の目安として「所得水準×

人数」を考えると、2000 年からの 10 年で、新興国の購買力は倍以上に拡大している（図表 2）2。こ

こで、注目したいのは、裕福層や上位中間層の購買力の高さである。図表2を見ると 2010年における

購買力の源泉は、すでに４分の１が裕福層に、そのほかの４分の１が上位中間層にあることが分かる3。

裕福層や上位中間層となった人は比較的少数だったが、これらの層の購買力は無視できない大きさに

なったのである。 
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この結果、新興国でも裕福層向けのビジネスが展開されるようになった。多くの裕福層が海外旅行

を楽しむようになったし、新興国の都市部に高級ブランドショップが立ち並んでいるのも自然な光景

になった。 

最近は、新興国の低所得層人口の多さに着目した、いわゆるＢＯＰビジネス（Base of the Pyramid：

低所得層を対象としたビジネス）が注目を浴びつつあるが、やはり裕福層マーケットの拡大がまだま

だ続くことは見逃せない。 

今後の裕福層マーケットの拡大余地を鑑みれば、こうした裕福層を対象にしたビジネスは、今まで

よりもいっそう重要となっていくのではないか。経済産業省の通商白書 2011 によると、2020 年にお

ける新興国の裕福層は人口の15％を占めるようになる（図表1）。割合としてはそれほど大きくないが、

購買力はさらに高まり全体の３分の１を占める（図表2）。換言すれば、新興国の消費はますます裕福

層中心になされるようになる。そして、多くの中間層にとどまっている人たちは将来の裕福層候補で

あり、裕福層マーケットのポテンシャルの大きさを示していると考えられる。 

 

また、新興国では「お金持ち」も増える。 

新興国代表のＢＲＩＣｓでは保有資産100万ドル（8000万円）以上の資産家がすでに160万人もい

る（図表3）。今は、日本の資産家数（約300万人）に及ばないが、2016 年には倍以上の390万人近く

まで増える見通しである。ちなみに、保有資産 5000 万ドル（40 億円）以上の「ウルトラ資産家」に

なると、すでにＢＲＩＣｓの方が多い（図表4）。 

新興国は大きな人口を有する国が多く、こうしたお金持ちは絶対数で見たら、どんどん増えていく

だろう（ただし世界の中における、富の偏在＝格差はますます加速するかもしれない）。「ウルトラ資

産家」は極端としても、少なくとも今後、新興国では日本の所得水準から見ても豊かな人が劇的に増

えていくに違いない。 
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こうした裕福な人を対象にした市場は、新興国といっても、もはや「低機能だが低価格」という製

品を売る市場ではない。そこは、高付加価値の商品をいかにアピールしていくかという、先進国と同

様の市場と言えるだろう。 

新興国では、すでにiPhone に代表される高機能スマホが爆発的に売れているし、親は子供を良い塾
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に通わせようとしている。おそらく、今後、こうした高付加価値のモノ・サービスを売る市場は劇的

に拡大していくだろう。そして、新興国の消費を取り込んで成長を維持しようとする企業では、この

高付加価値市場をいかに開拓していくかが、以前にも増して重要となっていくように思う。 

 

 

                                                 
1 ここでの所得区分は、低所得層を世帯年間可処分所得が5000ドル（約40万円、1ドル80円換算で以下同様）未満、下位中間層を5000ド

ル～15000ドル（40万～120万円）、上位中間層を15000ドル～35000ドル（120万～280万円）、裕福層を35000ドル（280万円）以上として

おり、裕福層といっても日本の所得水準よりも低い。図表では新興国として中国、香港、韓国、台湾、インド、インドネシア、タイ、ベトナ

ム、シンガポール、マレーシア、フィリピン、パキスタン、トルコ、アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）、サウジアラビア、南アフリカ、エジプト、

ナイジェリア、メキシコ、アルゼンチン、ブラジル、ベネズエラ、ペルー、ロシア、ハンガリー、ポーランド、ルーマニアを対象にしている。 
2 新興国は人口が多いため（2010年で日本の30倍以上の人口を有する）、そのマーケットは巨大である。日本の購買力を「平均可処分所得

×人口」で計算すると約2.4兆ドルとなり、新興国の購買力は2010年時点でも日本の20倍ほどの大きさがある。 
3 上位中間層や裕福層といっても所得が15000ドル（120万円）以上の世帯であるから、日本の所得水準と比較するとやや低い。ただし、新

興国の物価水準を鑑みれば、良い暮らしをしている人たちと考えられる。 


